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要　　約

本稿では,食品小売企業における新しい分析枠組みを構築するために,関係性マーケテイン

グ,戦略的顧客志向の先行研究をレビューする。その上で,顧客関係性の視点の導入が重要と

なることを明らかにする。そして,食品小売企業における顧客関係性にもとづく分析枠組みの

考察をおこなうとともに今後の課題を検討する。
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1　はじめに

食品小売企業を取り巻く環境は厳しく変化が激

しくなっている。このような先行き不透明な時代

において経営戦略の重要性が益々高まっている。

しかしながら,これまでの経営戦略論は製造業や

大企業を中心に展開されており,一方,小売企業

のマーケテイング研究は小売ミックスと業態論が

中心である。

1980年代のはじめに村田〔1980〕は,企業環境

を形成している諸手段との交信や対話が欠くこと

のできない重要な要素となってきていると述べて

いる。

田村〔1996〕は,日本企業は,大量集中原理に

もとづくパワー・マーケテイングを基本範型とし

て,マーケテイングカを形成してきた.パワー・

マーケテイングとは市場シェアの向上を目指し,

それを基盤とするパワー(市場支配力)によって

市場創造をしようとするマーケテイングである.

しかし,時代が変わり消費者主権の台頭によっ

て,生産と流通のシステムのあり方は,消費者の

欲求に従うことを求められ始めた.消費者主権台

頭の大波は,流通-のパワー・シフトを進めてい

る。先端企業はパワー・マーケテイングに代わ

る,マーケテイングの新しい基本範型を模索し始

めている。マーケテイングは,その構造発生過程

に特有の泡沌とした状態にあるとしている。

Kotler 〔1997〕は,消費財分野における小売サ

イド-のパワーシフトが起こっていることを指摘

している。渡辺〔1997〕は,日本においてメーカー

をチャネル・キャプテンとしたメーカー,卸,小

売という三層からなる従来の業種別縦割り型の

チャネル・システムが,いよいよ本格的な崩壊の

ときを迎えているとしている。

上原〔1998〕は,消費者が企業のオファーから

ヒントを得て生活を検討するだけでなく,自己の

生活に主体的に問いかけそれを独自に編成し直す

といった意味で,生活の自己組織化を強めていく

としている。消費の個性化・多様化は企業の影響

力を超えて展開される。このような新しい時代に

なると企業が提供する「機能システム」と消費者

が創造する「生活情報」とが,相互に補完しあう

ような企業と消費者との協働関係が構築されその

関係の中で価値が創造されることになる。

一般論ではなく食品小売企業だからこそ,モノ

中心の視点から,顧客との双方向のコミュニケー

ションを中心とした関係性の視点を加えることが

求められていると考えられる1)0

以上の問題意識の中で実証研究を通して,従来

の小売ミックスの再編成と,顧客との関係性の視

1)本稿で用いる関係性とはあくまでも双方向のコミュニ

ケーションを前提とした意味で用いている。

-57-



点が食品小売企業の今後の戦略として有効である

ことを明らかにしたいと考えている。

本稿は,食品小売企業における分析枠組みを

「顧客関係性」の視点で設定するための先行研究

のレビューである.実証研究のための分析枠組み

を設定するために,マーケテイング研究からの関

係性に関する先行研究レビューと経営戦略での顧

客関係性の先行研究を中心にレビューする2)。そ

の上で先行研究に不足する視点を明らかにする。

そして顧客関係性にもとづいた食品小売企業の分

析枠組みを提示する。

これまでの経営戦略研究では,変化する環境に

適合し企業が成長存続をするための経営資源の配

分を主として検討してきた。これに対して戦略的

マーケテイングでは外部環境,特に市場に対する

企業行動を中心に論じてきた経緯がある.

村松〔2002〕は, 1980年代以降登場した戦略的

マーケテイングを従来のマネジリアル・マーケ

テイングと比較検討し,前者が複数事業経営を対

象としているのに対して後者は単一事業経営を想

定している点が違うだけであると指摘している。

さらに経営戦略論とマーケテイング論とのかかわ

りについて,企業経営に関わる戦略は,まず外部

環境との適応を第一義とするマーケテイング戦略

ありきであると述べている。

本稿では,これまでマーケテイング研究と経営

戦略研究において別々に研究されてきた研究を結

果的には「顧客関係性」の視点で統合することに

なる。この点における議論は,紙幅の関係上別の

機会に論じたいと考える。

2　関係性マーケテイングに関する先行研

究レビュー

211史的変遷

関係性に関する先行研究については, Moller他

〔2000〕は,今日の関係性マーケテイングに関す

る議論が主として4つの源泉に由来するとして,

チャネル研究,データベース・マーケテイング,

産業財マーケテイング,サービス・マーケテイン

グを挙げている.

2)関係性マーケテイングの用語はマーケテイング研究の
分野での新しいパラダイムとして用いられている。顧客

関係性は経営戦略研究の分野で1990年代までの競争戦略
に代わる新しい視点として用いられている.

She血〔1988〕は,マーケテイング研究がパラダ

イム転換-向かっているとして1960年代からの伝

統的なマーケテイング研究の系譜を相互作用的で

あるかどうかで分類している(図表1).

図表1　マーケテイング学派の分類

非 相 互 作 用 的 相 互 作 用 的

パ ー ス ペ クテ ィ ブ パ ー スペ ク テ ィ ブ

経 済 的

パ ー ス ペ クテ ィ ブ

(彰商 品 学 派 ④ 制 度 学 派

② 機 能 学 派 ⑤ 機 能 主 義 学 派

(診 リー ジ ョナ ル 学 派 ⑥ マ ネ ジ リ アル 学 派

非 経 済 学 的

パ ー ス ペ クテ ィ ブ

(訂買 手 行動 学 派 ⑬ 組織ダイナミックス学派

⑧ アクティゲイス ト学派 ① シ ス テ ム ズ 学 派

⑨ マクロマI ケテイング学派 ⑫ 社 会 的 交 換 学 派

出所: Sheth 〔1988〕 p24.

消費者行動論におけるブランド・ロイヤルティ

や店舗ロイヤルティの研究の草分けは1960年代後

半からスタートした。消費者のリレーショナルな

市場行動に関する研究は初期の消費者学習理論に

すでに含まれている。

1970年代にチャネル・マーケテイングや産業財

マーケテイングに関心のある研究者らが,ビジネ

ス取引における売り手と買い手のダイアディッ

ク・リレーションシップ(二者間リレーション

シップ)に焦点を合わせたフレームワークと理論

を構築し始めた.

1980年頃から,欧州の研究者を中心とした,

IMP (Industrial Marketing and Purchasing)グルー

プが関係性の視点で,関係性マーケテイングの活

発な発表をおこなっていることが注目される。し

かし,これらの研究はあくまでも,交換パラダイ

ムを背景とした取引関係を前提としている点で,

関係性パラダイムを前提とした現在の理論とは

違っていると考えられる。

1980年代中頃より情報技術の急激な発展によっ

て,データベース・マーケテイング活動やダイレ

クト・マーケテイング活動を通じた顧客リレー

ションシップ管理に関する研究が出現した。これ

らの研究は主にIT業界においてコンサルタントが

中心となって進められたことに特徴がある。

関係性マーケテイングとよく似た概念にCRM

(cusutomer relasionship manegement)がある。南

〔2004〕によるとCRMとは顧客との関係管理につ

いての経営手法を指すとしている。情報技術の進

展に伴い, 1999年頃から実務界においてその概念
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が提唱され始めた。 CRMビジネスを牽引したのは

コンサルティング企業であり,顧客起点という従

来から存在していた発想法を,情報通信技術を援

用することにより実現させ,ビジネスモデルを顧

客戦略という視点から再構築するという提唱がな

されたとしている。

さらに南は,経営戦略論,顧客満足論の視点か

ら,関係性マーケテイング-の関心も1990年代初

め頃から見られるようになったとしている。伝統

的マーケテイング研究で始められていた関係性に

関する研究は1990年代に入ってから戦略的顧客志

向の概念で再編成されていったと考えられる。以

上述べた関係性研究の史的変遷をまとめると以下

の図表になる(図表2)0

以上これまでの関係性マーケテイングに関する

史的変遷について述べてきたが,関係性マーケ

テイングの本質を正面から説いた研究は意外と少

ない　Moller他によると,関係性マーケテイング

はマーケテイング論の下位分野にすぎない.伝統

的マーケテイングを陳腐化させる新たなパラダイ

ムではないと明言している。

関係性マーケテイングの用語が,これまでの研

究の歴史において単一の考え方でないこと,違う

系譜に位置する考え方に同じ関係性マーケテイン

グというラベルを貼っていることが混乱を生じさ

せると考えられる。

伝統的マーケテイング研究系譜の中で論じられ

図表2　関係性研究の史的変遷

てきた関係性マーケテイングは元来存在している

関係性を記述し,理解するという方向性を持つの

に対して, CRMの文脈の中で使用されている関係

性マーケテイングは,経営戦略,顧客満足論に系

譜を持つ,顧客との関係性を戦略的資産としてみ

なすという立場をとるものである。

Moller他は,伝統的な研究が主に関心を寄せて

いるのがマ-ケタ-と消費者のリレーションシッ

プなのか,あるいは組織間のリレーションシップ

なのかに分類して考察している。前者を消費者リ

レーションシップ・アプローチ,後者を組織間リ

レーションシップ・アプローチと呼んでいる。

関係性マーケテイングの先行研究を整理すると

以下の系譜になると考えられる(図表3)0

そこで,本章では,組織間アプローチの伝統的

研究としてチャネル・マーケテイング,産業財

マーケテイングについてレビューし,消費者アプ

ローチの伝統的研究として消費者行動研究,デー

タベース・マーケテイングをレビューする。

図表3　関係性マーケテイングの先行研究

2-2　チャネル・マーケテイング

Ridgeway 〔1957〕は,製造業者は流通業者に対

して報酬と懲罰という手段によってチャネル・シ

ステムを管理するためのパワーを追い求めると述

べている。

Mallen 〔1963〕はチャネル構成員間の関係にお

けるコンフリクト,統制,および協調の間の相互

作用を強調した。チャネル構成員間にコンフリク

トと協調のダイナミックな「場」が存在するとい

うこと,さらにはもしコンフリクトする目標の方

が協調する目標より上回るならばチャネルの有効

性は減退するであろうとしている.このように協

調という視点で,チャネル・マーケテイング研究
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において関係性の視点は早くから登場している。

1970年代から1980年代初頭までの研究をサーベ

イしたGaski 〔1984〕は,この時期の研究はチャネ

ルにおけるパワーとコンフリクトの理論と総括し

た1980年代以降のチャネル研究は対立の激化か

ら協調的行動-の志向性-と向かっている。パラ

ダイムは「パワー・コンフリクト論から協働関

係」 -と移行している。

Amdt 〔1979〕 〔1983〕による内部化市場コンセ

プトや取引コスト経済学などによって関係性マー

ケテイングの考え方が提示されている。その特徴

として関係の「長期継続性」 「公式・非公式のコ

ミュニケーション」 「不確実性の削減」 「交渉の効

率化」 「コミットメント」の概念が挙げられている.

1980年代の中頃にチャネルの内部と外部の「相

互作用」に基づいた理論枠組みが登場している。

売り手と買い手の繰り返される市場取引を表す概

念が関係性マーケテイングである.このことは焦

点が単一の市場取引ないしは販売にあるのではな

く売り手と買い手の「継続的関係」にあることを

強く示している。

伝統的なマーケテイング理論には,継続的な時

間概念を取り入れた研究が少なく,当時において

は「製品ライフ・サイクル」と「ブランド・ロイ

ヤリティ」の研究程度である。チャネルは,独立

した組織と組織との関係でありながら命令と権限

によって統制される内部組織に類似した性格を有

する独特の様式をもった関係ということができ

る。

Anderson他〔1989〕は,メーカーと流通企業間

における伝統的チャネルを対象にチャネル関係の

安定の条件について検討している.チャネル関係

の継続性は人間関係などを通じて醸成される信頼

関係の水準に依存し,信頼関係は双方向的コミュ

ニケーションの程度に依存することを明らかにし

ている。

Anderson他〔1990〕は,協働的パートナーシッ

プを維持しチャネル成果を高めるために,メー

カーと流通企業との間でどのような関係の形成が

必要かの検討を実施している。そこでは,コミュ

ニケーションと信頼関係がパートナーシップ関係

の成功の中核的要素であることを指摘している。

Morgan他〔1994〕は,協調的パートナーシップ

関係の構築には関係的コミットメントと信頼関係

が重要な触媒として作用するとともに後者の上昇

は前者に正の影響を及ぼすことを明らかにした。

Kumar他〔1995〕は,チャネルにおいて非対称

的な依存性が増大するほど流通企業の供給企業に

対する信頼とコミットメントは低下し企業間コン

フリクトの水準は高まる。逆に対称的な依存性が

大きな関係ほど信頼とコミットメントは強まりコ

ンフリクトの水準は低下するとしている。

以上の研究から小売側-のパワーシフトによっ

てチャネル関係の均衡化と相互依存化が進展する

と関係継続を前提にした非強制的パワー資源によ

るコンフリクト解決の有効性がメーカー・小売双

方において高まるとともにチャネル関係に対する

双方のコミットメントを強める方向に作用する。

しかも,協働的関係におけるコンフリクトの解決

にあたってはチャネルメンバー間での情報や目標

の共有を基礎にした問題解決型行動が求められる

ようになる。

日本において独自に発達してきたパラダイムと

して風呂〔1968〕が提起し,石原〔1982〕や高嶋

〔1994〕等で展開された「チャネル交渉論」が挙

げられる。

上原〔2002〕は,取引コスト理論での「市場取

引」 「組織取引」について関係性構築の視点から整

理している。 「市場取引」では機会主義で市場メカ

ニズムを活用した取引がおこなわれ,一方が得を

して他方が損をするゼロ・サムの発生がおこる。

この有意なゼロ・サムを防ぐために,機会主義的

行動の規制が必要となる。

「関係性の構築」とは,市場メカニズムという

外的作用の影響を受けることを避け,人為的に作

り出された社会的結合の下で当事者の各々が国有

の行為を展開することを指す。

マーケテイングは市場メカニズムを活用しつつ

「関係性」に入り込むことによって,そこからの

自律化を目論む。マーケテイングとはその独自性

を確保するために「市場」に「関係性」を貫き通

すものであり,そこでは市場で動き回る人々のう

ち誰を顧客として「関係性」の中に取り込むこと

ができるかが重大な課題となる。

「関係性」は決して静的なものではなくイノベ

イテイブな行為の動的な維持によって創りだされ

るのである。
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213　産業財マーケテイング

産業財マーケテイングにおいて,関係性マーケ

テイング研究の展開の源流をみとめることができ

る1980年代以降産業財分野で欧米が注目したの

が,日本の自動車メーカーにおける継続的取引を

ベースにしたジャスト・イン・タイム型のリーン

生産・流通システムである。

Hakansson 〔1982〕によって開発されてきた相互

作用的ネットワーク理論は,売り手企業と買い手

企業のダイアディックな関係に注目している。こ

の理論は,産業財に固有な関係の長期継続性を両

者の相互作用という視点から分析するところに特

徴がある.両者の関係は,短期的側面としてのエ

ピソード(episodes蝣'製品・サービスの交換,情報

交換,貨幣交換,社会的交換からなる)と,長期

的側面としての関係性という2つの側面から捉え

られェピソードのあり方で関係性のダイナミクス

が規定されるとしている。

Dwyer他〔1987〕によると関係性マーケテイン

グは初期研究においては産業財市場においてしば

しば見られる長期継続的な組織間関係を説明する

ための概念枠組みであった。離散的交換と関係的

交換という概念を提唱し,これが関係性マーケ

テイング研究の出発点の一つとなったとしてい

る。

Noordewier他〔1990〕は,産業財のOEMについ

ての研究, Buchana 〔1992〕は,百貨店を対象とし

た研究において,低い不確実性の基では売り手と

買い手の関係性の強弱が買い手の成果に影響しな

いのに対して,高い不確実性の基では関係性が強

くなるほど買い手の成果が上昇することを明らか

にした。

Webster 〔1992〕は企業間関係の発展によるマー

ケテイングの役割変化について論じている。

nwグループでの近年の研究成果の集大成が

Hakansson他〔1995〕の研究であるo　そこでは企業

間の「相互依存性」の認識と,ビジネスネットワー

クの「時間次元」に関する洞察が必要であること

が指摘されている。

こうした問題意識に基づいて企業間の関係性

を規定する3つの要素として「行動の連続性

(activity links) 」 「行為者の連結性(actor bonds) 」

「資源の結合性.resourceties)」が識別されてい

る。さらに企業間の関係性の分析に関する3層モ

デル(企業レベル,焦点関係レベル,ビジネス

ネットワーク・レベル)が提示されている.

214　消費者行動研究

消費者行動の先行研究のレビューとして,上原

〔1998〕と高橋〔2003〕の研究を中心に検討する。

上原は, 1960年代においては「刺激一反応パラ

ダイム」に代表される受け身の消費者が想定され

ている1970年代では「消費者情報処理パラダイ

ム」による消費者を受け身でなく目標達成あるい

は問題解決のために能動的に情報を処理する主体

(情報処理系)として捉えているとする。

さらに上原は,マーケテイングの理念は「消費

者志向」であるとするが,これまでの消費者行動

研究は,その根本において企業が何らかの意味で

消費者を操作するときの方法論の探索に力点が置

かれていたことを否定することはできないとし

て,こうしたマーケテイングを操作型マーケテイ

ングと呼んでいる。

消費者は本来的に与えられた情報から独自に情

報・概念を創造する能力を有しこれが購買行動を

規定する.生活の自己組織化を強めれば強めるほ

ど,企業が意図した刺激を消費者に与えても,起

業の意図どおりの行動を示す確率が小さくなる。

すなわち,操作型マーケテイングの効力が薄らい

でいく。

上原は,消費者を情報処理者から情報創造者-

転換することが必要であるとして,消費者の情報

創造過程に企業が直接コミットすると同時に,潤

費者も財の生産過程に直接介在するといったマー

ケテイングを想定することができる。これを,協

働型マーケテイングと呼ぶとしている。

協働型マーケテイングでは,消費者は自らの生

活情報をベースとし,企業は保有する資源をベー

スとしている。その上で双方が,それぞれ相手の

ペースに依存しつつ,新しい価値を協働で創り出

すこと,しかも情報化をベースとしてその効率化

が図れることに特徴がある。

協働型マーケテイング-の転換による影響とし

て,生産と流通の境界が希薄化する。この視点に

立つと製販同盟は,流通と生産の境界が卸売レベ

ルで希薄化していると捉えられる。

次に,従来の製品計画をコアに据えた4 P理論

に代わり,コミュニケーションを基軸とした理論
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化が有効となる.伝統的マーケテイング研究によ

るとコミュニケーションは,製品の需給適合を図

る手段と位置づけられたが,新しいマーケテイン

グではコミュニケーションそのものがマーケテイ

ングの目的となり製品,チャネルなどはむしろコ

ミュニケーションの部分として位置づけられるよ

うになる。ここでのコミュニケーションは売り手

と買い手が双方向で実施する情報交換である。こ

の視点で消費者行動研究も関係性を重視すること

になる.

高橋〔2003〕は,消費者は,小売企業と日常的

に接しており,なんらかの自分の行動基準によっ

て店舗を選択していると考えられる.小売企業側

も消費者行動を様々なデータや情報をもとに分析

し,生産性や利益の向上に努めようと努力をして

いるとする。

消費者行動に関する先行研究では,消費者行動

を意思決定プロセスとして捉えることにより,棉

互作用について理論的・実証的にアプローチしよ

うとする。そして,マーケテイング活動が消費者

購買行動にどのような影響を与えるかについて考

察している。

高橋は,マーケテイングカを探る上で重要なこ

とは小売マーケテイングの成果を如何に測定する

かという問題であると指摘している。さらに成果

に関する物差しとして「顧客満足」 「ストア・ロイ

ヤルティ」 「付加価値」 「労働生産性」を取り上げ

ている(図表4)0

高橋は,時代環境や企業によって拠り所とする

マーケテイングの基本理念が違ってくるがこれま

でに, 3つの基本理念の流れがあるとしている。

それは「製品志向のマーケテイング」 「消費者志

図表4　小売店と消費者のダイアディック・モデル
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出所:高橋〔2004〕 p234。

向のマーケテイング」 「関係性マーケテイング」の

3つである。

顧客のロイヤルティを高め,利益の源泉となる

ような優良顧客をいかに維持するかが小売マーケ

テイングの領域で重要な課題となっている。その

ためには,信頼や親近感を基盤とした長期的な関

係性を顧客との間に築く必要性がある。ストア・

ロイヤルティをベースにした顧客との長期的な信

頼関係の構築と維持が,関係性マーケテイングの

原点であると指摘し,消費者行動研究の新しい視

点に言及している。

2-5　データベース・マーケテイング

データベース・マーケテイングはダイレクト・

マーケテイングの流れを汲んでおり, 1980年代か

らのIT技術の進展にともなって,主として実務界

を中心として研究発展してきた経緯がある.

1990年代に入ってからの研究を整理すると,

Rapp他〔1990〕は,客層の絞込み,接触,説得,

販売,さらに顧客との友好関係の創造などマーケ

テイング活動に必要な業務のすべてをコンピュー

タで実施すると述べている.

Mckenna 〔1991〕は, 1990年代は顧客本位の時

代となる.技術の進歩が顧客の選択の幅を広げそ

れが市場のあり方を変化させるとし,リレーショ

ンシップこそが鍵であると述べている。

PineE 〔1993〕は, 「マス・カスタマイゼ-ショ

ン」の概念を提示した。顧客対応の発想としてマ

ス・カスタマイゼ-ションの考え方は生産工程を

モジュール化することにより,顧客の個別対応を

可能とし規模の経済と個々の多様性-の対応を同

時実現する仕組みである。

Peppers他〔1993〕は, 1人の顧客との取引を,

一度限りの取引でなく,長期にわたる一連のもの

とみなせば,顧客シェアを高めるという任務は,

企業に対するその顧客の生涯価値(life time value)

を最大化することであるとする。規模の経済的発

想は,マス・マ-ケタ-を市場シェア競争に駆り

立てるが,範囲の経済的発想は顧客シェアの奪い

合いに駆り立てるとしてワンツーワン・マーケ

テイングの概念を提示した。

その後この情報からのアプローチにおいては,

Blattberg他〔1996〕が顧客との関係性こそが企業

にとっての資産であるという,カスタマー・エク
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イティ(customer equity)という考え方を提唱した。

カスタマー・エクイティとは,顧客が顧客である

期間に企業にもたらす価値の合計である。新規顧

客を開拓するにはコストがかかり,顧客維持が収

益性につながることは既にReichheld他〔1990〕の

研究により広範囲の業界における顧客維持と収益

性の高い相関関係の発見において明らかにされた

が, Blattberg他の主張は,新規顧客開拓と既存顧

客維持・囲い込みについての最適バランスを図る

ことにある。

Reichheld 〔1996〕は,米国保険業界では顧客維

持と税引前利益率に正の相関関係があるとの研究

を実施し,顧客維持の重要性を明らかにした。

三谷〔1999〕は, CRM (cusutomer relasionship

manegement)を顧客生涯価値マーケテイングとし

て捉えCRMも含めた顧客の生涯価値型事業の特

徴を,顧客の深度を追及する事業として定義して

いる。

これらの顧客を資産として考える概念は,顧客

を起点とした戦略とも考えられる1990年代に急

速に発展したデータベース・マーケテイングと顧

客起点の戦略とは重複する点が多い。

アンダーセンコンサルティング他〔1999〕は,

多様化する顧客ニーズと供給者との関係性を4段

階のステップに整理している。第一段階は,モノ

が相対的に不足している時代にみられた単-ニー

ズに対する「配給」である。第二段階は,需給バ

ランスがとれ,顧客ニーズが多様化する「販売」

である。第三段階は,必需部分を基本的に満たし

た顧客のニーズが暖昧化することに対して企業は

「購買のエージェント」となることが求められて

おり,顧客の側に立って購買を導くマス・カスタ

マイズによって行われる。そして第四段階は,顧

客創造のために顧客と企業が相互に内部化された

「共創のパートナー」という関係である。

高度化,複雑化した消費市場を対象にビジネス

を展開するためには,市場と自社の顧客を深く知

ることが欠かせない.そのための理論としてCRM

が有効である。消費者の潜在的なニーズを発掘し

て,それに見合った商品やサービスを,ニーズに

あったやり方で提供すれば消費はもっと増える。

食品小売企業は,自分の店に来店する顧客につい

て,メーカーは自社の製品を買ってくれる顧客の

ことを知ることが重要になってくる。

CRMの原点は,アメリカの航空会社が導入した

FFP (frequent fliers program)やその小売業版であ

るFSP (frequent shoppers program)といったプロ

モーションの一種であった。それに,戦略的顧客

志向,関係性マーケテイングの理論的な背景と急

速なIT技術の進展に伴うデータベースの作成,さ

らにIT関連の実務が加わってCRMのコンセプト

が登場したという経緯がある。

しかしながら, CRMの現時点はデータベースを

作成し経営戦略として展開できる具体的な方法を

模索している段階といえよう。

CRMの現状の課題としては,可能性を多く秘め

ている顧客データベースから如何に多くのビジネ

スモデルを確立できるかである　CRMを訳すと

「顧客との関係を管理運営する」となるが,顧客

との関係に軸足をおいた企業の戦略と考える方が

適している。この点においては,次章で述べる顧

客起点の戦略と類似する。現状はCRMもSCM

(supply chain management)も戦略というよりも,

管理運用という意味で捉えられることが多い。

3　戦略的顧客志向に関する先行研究レ
ビュー

1980年代より,顧客満足の向上をコンセプトと

したCS (customer satisfaction)経営が展開されて

いる。しかしこれらは当初,第一線で顧客と接す

る社員の窓口対応のあり方といった,現場のサー

ビス向上のための手法,運動にとどまるものが多

かった。

経営戦略としての顧客戦略は,理念としての顧

客志向の段階を超え,顧客を経営戦略の中心にす

えている。顧客情報を基に顧客アプローチを行う

という,顧客との関係性構築をめざしたコミュニ

ケーション戦略を主眼とするものである。

この戦略では,顧客データや顧客に関するイン

サイトが企業にとって資産的な価値を持つとされ

る。すなわち,技術志向や競争志向ではなく,顧

客志向が戦略的に一つの選択肢として採択される

ことになる。

戦略的顧客志向が台頭してきた背景には,技術

開発-投資し続けるよりも,顧客との関係性を高

め,顧客から自社製品やサービスを継続して選択

し続けてもらうことの方が,優位性があるとの認

識が高まっている状況がある。
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かつて主流であったターゲット・マーケテイン

グを背景とした製品差別化による製品の競争戦略

が有効性を失ってきている.製品を起点として相

手先に販売するより,顧客にとってのソリュー

ションを売るということの方に,戦略的優位性が

認められていることが挙げられる。すなわち,低

成長時代や成熟経済の中で膨大な開発投資を行い

技術力に基づく製品を市場に展開する戦略より

も,顧客を基盤とする戦略-シフトすることの方

が,収益的に有効であると見られているのである。

Blattberg他〔2001〕は,マーケテイング戦略に

関する大きな変化として,製品を中心とするので

はなく顧客を中心として考えることだとする。企

業は顧客のライフ・サイクルを管理すべきである

として戦略的顧客志向の重要性を述べている。

嶋口〔1994〕は, 1970年代頃までは事業を如何

に効率的に運営するかが最大の課題であった。し

かし現在は,モノやサービスが豊富にある顧客選

択の時代である。顧客に喜ばれる効果の追求を行

い,その効果的方法に合わせて,経営資源をうま

く適応させつつ利益の源泉である効率的対応に落

とし込んでいくやり方である。まさに,前輪に効

果を後輪に効率をという図式である。

さらに嶋ロは,経営戦略がコンペティションか

らコンテスト-と変化していると指摘している。

すなわち,ライバルを倒す仕組みから顧客(価値)

獲得型-の変化である。競争相手に勝っても肝心

の恋人に愛されないなら意味がないとして,顧客

関係性の仕組みが重要であるとしている。

和田〔1998〕は,従来の4Pマーケテイングに

代表されるマネジリアル・マーケテイングと関係

性マーケテイングという2つのアプローチの基本

的な違いについて以下のように指摘している。関

係性マーケテイングがマネジリアル・マーケテイ

ングと基本的に違うところは,マーケテイング行

為そのものが何者かに「適合(fit)しようとする」

行為なのかどうかという点である。

関係性マーケテイングの視点からは,基本概念

は適合でなく,需要は供給者側と生活者側が相互

支援しながら創っていくという意味で,相互作用

(interact)から発生するのである.

そのためには,対話・信頼・融合という関係性

構築に不可欠な重要な概念を中心としての企業行

動が必要となる。

大洞他〔1995〕は,これまでCSは企業の売上や

利益などの業績に直接結びついていないケースが

とても多い。 CSを現状の延長線上の業務改善,意

識改革,企業イメージの向上ではなく,もっと具

体的な業績目標を前提とした戦略として再考すべ

きであるとする。

南〔2004〕は, CRMとは顧客起点という従来か

ら存在していた発想法を,情報通信技術を援用す

ることにより実現させ,ビジネスモデルを顧客戦

略という視点から再構築したと述べている.戦略

的顧客志向とCRMとは共通点が多い。

4　食品小売企業における関係性マーケ

テイングのフレームワーク

先行研究より,顧客との関係性のアプローチを

伝統的な小売ミックス的なアプローチに加えると

効果が高い可能性があることが明らかになった。

これからの食品小売企業は4 Pを中心としたマー

ケテイングに加えて戦略的に関係性マーケテイン

グに取り組んでいくことが求められる。そこでこ

の章では,食品小売企業における関係性マーケ

テイングのフレームワークについて考察する。

第3章における嶋口〔1994〕,和田〔1998〕の先

行研究のレビューより,全社戦略での関係性の視

点での戦略は重要であることがわかった。しかし

ながら,消費財を主として取り扱う食品小売企業

にとって関係性の視点が,全社戦略として有効で

あるかについては研究が進んでいない。

小売ミックスの代表である商品,価格,鮮度品

質などに加えて,関係性視点での,双方向の接客,

サービス,情報交換などを強化することで嶋口の

いう満足のピラミッドが大きくなると考えられる

(図表5)0

図表5　食品小売企業における満足のピラミッド



関係性マーケテイングの先行文献における,個

客識別マーケテイングの考え方は小売企業の戦略

として使える。しかし,現在の日本の食品小売企

業で用いられている手法はポイントサービスに偏

重している傾向がある。これは顧客関係性を全社

戦略レベルまで高めていく考え方とは相達する単

なる販促手法の一つにすぎない。

消費者行動の研究はあくまでも従来の刺激一反

応パラダイム,交換パラダイムの視点での研究に

終始するものであり,関係性の視点,戦略レベル,

マネジメントレベルでの研究は少ない.すなわ

ち,企業側からの一方的な働きかけであり,相互

作用や関係性の視点での情報交換の視点が欠如し

ていることが判明した。

これまでの先行研究は,消費者行動の研究のよ

うに部分的な研究が多く,戦略の研究は大企業や

製造業に偏っていること,中小企業の多い食品小

売企業の経営戦略や,関係性マーケテイングの先

行研究は戦略レベルと,販促手法的なアプローチ

だけで,小売企業の戦略レベルとマネジメントの

考察が不足していることがあげられる。またあく

までも,企業からの消費者-の一方的な働きかけ

にしか過ぎないと考えられる。

産業財やサービス財で開発されてきた関係性

マーケテイングの考え方を消費財分野にも適用

し,新しい小売ミックスを創造し,カスタマイズ

した顧客との関係性構築こそが新しいマーケテイ

ング・パラダイムにおけるキー概念となる(図表

6)0

小売ミックスの再編成

5　おわりに

PineII他〔1999〕は,経済価値の進化過程を

「コモディティ」 「商品」 「サービス」 「経験」 「変

身」の5段階に分けた。 「コモディティ」とは自然

界から生み出された農産物・水産物などの一次産

品のことである。 「商品」とはコモディティを原材

料に製造加工した有形の規格品のことである.

「サービス」とは特定の顧客の要求に対してカス

タマイズした無形活動の総体である(図表7)。

図表7　経済価値の進展

出所: Knell他〔1999〕 p46。

Schmitt 〔1999〕は経験価値マーケテイングの焦

点は製品ではなく「使用と消費の状況」にありそ

して製品の特性でなく「経験の種類」にあると述

べている。さらにSchmitt 〔2003〕にて顧客と製品

や企業との関係全体を戦略的にマネジメントする

プロセスについて提唱している。

LaSalle 〔2003〕は顧客に「特別な喜び」を与え

ることで,経験(experience)は顧客と商品,企

莱,企業関係者などの間のインタラクションから

始まる。経験は顧客の参加なくして成立しない.

消費者の捉え方が「顧客」という受け身の存在か

ら「参加者」という積極的な存在に変わるとして

いる。

マーケテイング研究は,今後関係性マーケテイ

ングをさらに進めて経験という概念-と展開され

ていく。そこでは,産業財マーケテイングやサー

ビス・マーケテイングの理論の小売企業-の適用

の研究が重要であると考える。

また,すべての顧客が小売店との関係性構築を

望んでいるわけではなく,それぞれの問題解決を

すべき課題が異質のケースも多い。その中で如何

に顧客をマス・カスタマイズしていくのか,さら

-65-



にマス・カスタマイズした顧客に対してどのよう

にサービスを提供し特別な問題解決を実施してい

くのかが重要となる。さらに今後の研究の中で関

係性の視点での顧客分類のあり方,顧客側に立脚

した関係性の視点での研究を深めて参りたい.
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